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諮問庁：財務大臣 

諮問日：平成３０年９月２６日（平成３０年（行情）諮問第４２５号） 

答申日：平成３１年２月１９日（平成３０年度（行情）答申第４２４号） 

事件名：特定日に許可された特定番号の輸入申告に係る船荷証券の一部開示決

定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書１ないし文書４（以下，併せて「本件対象文書」

という。）につき，その一部を不開示とした決定については，別紙の３に

掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年６月２０日付け沖関第１８

５号により沖縄地区税関長（以下「処分庁」という。）が行った一部開示

決定（以下「原処分」という。）について，不開示とされた部分の開示を

求める。 

２ 審査請求の理由 

本件審査請求の理由は，審査請求書の記載によれば，次のとおりである。 

沖縄地区税関にＢ／Ｌを出していただきましたが，情報開示条例に全く

関係のない個人の権利により，国の税金で行われた事業に対し，当然公開

すべき情報が開示されていない。 

このＢ／Ｌは，特定港から出たことになっている特定物品の輸出に関す

る大切な情報です。なぜなら，この特定物品が，どこの誰が作ったのか真

実が分からないからです。契約書も無く，市役所の公文書にでている会社

が特定地図情報サービスにでてきません。どこの誰が輸出したのか，国民

として知る権利があります。 

そして，これを隠すことにより，犯罪に関わることになります。 

どこの誰が出したのか，公開する義務があります。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

（１）平成３０年２月７日，法３条に基づき，開示請求者（審査請求人）か

ら処分庁に対し，本件対象文書について開示請求が行われた。 

（２）これに対して，処分庁は，平成３０年６月２０日付け沖関第１８５号

により，別紙の２に掲げる部分を不開示とする，一部開示決定（原処
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分）を行った。 

 ２ 審査請求人の主張 

   審査請求人の主張は，審査請求書の記載によると，おおむね以下のとお

りである。 

  ・ 沖縄地区税関が開示したＢ／Ｌでは，情報開示条例に全く関係のない

個人の権利により，国の税金で行われた事業に対し，当然公開すべき情

報が開示されていない。 

  ・ 当該Ｂ／Ｌは輸出に関する大切な情報である。 

  ・ どこの誰が輸出したのか国民として知る権利がある。 

  ・ これを隠すことにより，犯罪に関わることになる。 

  ・ どこの誰が出したのか公開する義務がある。 

  ・ 以上の点から，原処分の取消しを求める。 

３ 諮問庁としての考え方 

（１）ＦＡＸ文書宛名について 

不開示としている「ＦＡＸ文書宛名」については，特定の個人を識別

することができるものであり法５条１号に該当する不開示情報であると

認められる。 

（２）ＦＡＸ発信日時及び発信元氏名，ＦＡＸ発信元番号，電話番号（メ

モ），発行者名，Ｓｈｉｐｐｅｒ，Ｃｏｎｓｉｇｎｅｅ，Ｎｏｔｉｆｙ 

Ｐａｒｔｙ並びにＤｅｌｉｖｅｒｙ Ａｇｅｎｔ（Ｃｏｍｐｌｅｔｅ 

Ｎａｍｅ ａｎｄ Ａｄｄｒｅｓｓ）（以下「法人情報等」という。）

について 

不開示としている「法人情報等」については，特定の法人に関する 

情報であって，公にすることによって，当該法人の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当する不開

示情報であると認められる。 

（３）Ｐｌａｃｅ ｏｆ Ｒｅｃｅｉｐｔ／Ｄａｔｅ，Ｐｏｒｔ ｏｆ Ｌ

ｏａｄｉｎｇ，Ｐｌａｃｅ ｏｆ Ｄｅｌｉｖｅｒｙ，Ｂｉｌｌ ｏｆ

Ｌａｄｉｎｇ Ｎｏ．，品名，運賃に係る契約情報及びＰｌａｃｅ ａ

ｎｄ Ｄａｔｅ ｏｆ Ｉｓｓｕｅ（以下「取引情報」という。）につ

いて 

   不開示としている「取引情報」については，特定の法人の個別取引に

関する情報であって，公にすることによって当該法人の競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当する不開示

情報であると認められる。 

４ 結論 

  以上のことから，処分庁が法９条１項に基づき行った原処分は妥当であ

り，本件審査請求は棄却すべきものと考える。 



    

 3 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年９月２６日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１０月１８日    審議 

   ④ 平成３１年１月２４日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 同年２月１５日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

  本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

その一部（別紙の２に掲げる部分）につき，法５条１号及び２号イに該当

するとして不開示とする決定（原処分）を行った。 

  これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果を

踏まえ，原処分において不開示とされた部分（以下「本件不開示部分」と

いう。）の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）別紙の３に掲げる部分について 

   当該部分には，ＦＡＸ発信日時及び本件対象文書の発行日が記載され

ていることが認められる。これは，ＦＡＸ発信者及び本件対象文書の発

行者の内部管理に関する情報であると認められるものの，本件対象文書

において開示されている船積み年月日の記載から容易に推測することが

できる情報と認められ，当該部分を公にしても，ＦＡＸ発信者及び本件

対象文書の発行者である各法人の権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあるとは認められない。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当しないため，開示すべ

きである。 

（２）別紙の２の番号１ないし番号５，番号１０，番号１５及び番号１６に

掲げる部分のうち上記（１）に掲げる部分以外の部分について 

   当該部分には，荷受人，荷送人，ＦＡＸ発信者，揚地側の運送代理店

及び本件対象文書の発行者等（以下「荷受人等」という。）である各法

人の名称，所在地等が記載されていることが認められ，これは，荷受人

と荷送人，揚地側の運送代理店及び本件対象文書の発行者等との間の各

契約に関する情報であると認められる。 

法人である荷受人等がどのような相手方とどのような契約を締結する

かについては，私的な商業活動の自由に属する事柄であるところ，これ

を公にした場合には，競合する同業他社にこのような活動状況やノウハ

ウ等が知られることにより，荷受人等の権利，競争上の地位その他正当
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な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当するため，不開示とす

ることが妥当である。 

（３）別紙の２の番号６ないし番号９及び番号１１ないし番号１３に掲げる

部分のうち上記（１）に掲げる部分以外の部分について 

   当該部分には，荷受場所，積出港，荷渡場所，品名，船賃に係る契約

情報等が記載されていることが認められ，これは，輸入された貨物に関

する情報及び貿易条件等の取引の条件等に関する情報であると認められ

る。 

これを公にした場合，荷受人である法人の企業活動に係る内部情報で

ある仕入ルートの一端が明らかとなるなど，競合する同業他社に輸入取

引に係るノウハウ等が知られることにより，当該法人の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当するため，不開示とす

ることが妥当である。 

（４）別紙の２の番号１４に掲げる部分について 

   当該部分には，文書２がＦＡＸ発信された際の発信先である特定個人

の氏名が記載されていると認められる。 

   当該氏名は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別できるものに該当し，同号ただし書イないしハのいずれに

も該当せず，また，氏名は個人識別情報であることから，法６条２項に

よる部分開示の余地はない。 

   したがって，当該部分は，法５条１号に該当するため，不開示とする

ことが妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び２号

イに該当するとして不開示とした決定については，別紙の３に掲げる部分

を除く部分は，同条１号及び２号イに該当すると認められるので，不開示

としたことは妥当であるが，別紙の３に掲げる部分は，同条２号イに該当

せず，開示すべきであると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 

 

１ 本件対象文書 

  文書１ 特定番号Ａ，特定輸入許可日ａの輸入申告書に関する船荷証券

（Ｂ／Ｌ） 

  文書２ 特定番号Ｂ，特定輸入許可日ｂの輸入申告書に関する船荷証券

（Ｂ／Ｌ） 

文書３ 特定番号Ｃ，特定輸入許可日ｃの輸入申告書に関する船荷証券

（Ｂ／Ｌ） 

文書４ 特定番号Ｄ，特定輸入許可日ｄの輸入申告書に関する船荷証券

（Ｂ／Ｌ） 

 

２ 原処分で不開示とした部分（本件不開示部分） 

番号 対象文書 不開示部分 不開示条項 

１ 文書１ない

し文書４ 

ＦＡＸ発信日時及び発信元氏

名 

法５条２号イ 

２ ＦＡＸ発信元番号 法５条２号イ 

３ Ｓｈｉｐｐｅｒ 法５条２号イ 

４ Ｃｏｎｓｉｇｎｅｅ 法５条２号イ 

５ Ｎｏｔｉｆｙ Ｐａｒｔｙ 法５条２号イ 

６ Ｐｌａｃｅ ｏｆ Ｒｅｃｅ

ｉｐｔ／Ｄａｔｅ 

法５条２号イ 

７ Ｐｏｒｔ ｏｆ Ｌｏａｄｉ

ｎｇ 

法５条２号イ 

８ Ｐｌａｃｅ ｏｆ Ｄｅｌｉ

ｖｅｒｙ 

法５条２号イ 

９ Ｂｉｌｌ ｏｆ Ｌａｄｉｎ

ｇ Ｎｏ． 

法５条２号イ 

１０ Ｄｅｌｉｖｅｒｙ Ａｇｅｎ

ｔ（Ｃｏｍｐｌｅｔｅ Ｎａ

ｍｅ ａｎｄ Ａｄｄｒｅｓ

ｓ） 

法５条２号イ 

１１ 品名 法５条２号イ 

１２ 運賃に係る契約情報 法５条２号イ 

１３ Ｐｌａｃｅ ａｎｄ Ｄａｔ

ｅ ｏｆ Ｉｓｓｕｅ 

法５条２号イ 

１４ 文書２ ＦＡＸ文書宛名 法５条１号 
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１５ 文書２ 電話番号（メモ） 法５条２号イ 

１６ 文書２ない

し文書４ 

発行者名 法５条２号イ 

 

３ 開示すべき部分 

番号 対象文書 開示すべき部分 

１ 文書１ない

し文書４ 

ＦＡＸ発信日時 

２ Ｐｌａｃｅ ａｎｄ Ｄａｔｅ ｏｆ Ｉｓｓ

ｕｅのうち，発行日時に関する部分 

 


